
令和元年１１月１２日

内閣官房行政改革推進本部事務局

説明資料

地域の公共交通の確保に向けた支援

・地域公共交通確保維持改善事業



１

地域交通（路線バス）を取り巻く環境
○路線バス事業の輸送人員は軒並み大幅な下落傾向であるが、特に地方部の減少は激しい。
〇「乗合バス事業」の収支は全体でも３％強の赤字構造にあり、「地方部」では11％程度の赤字。
〇平成20年度以降で13,249kmが廃止。これは、全国のバス路線合計約40万kmの3.3％程度に相当。
〇高齢者の免許非保有者、免許返納の数は、近年大幅に増加。
〇高齢者を中心に、公共交通がなくなると生活できなくなるのではないか、という声が大きい。

乗合バスの輸送人員の減少

※「三大都市圏」とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を指す

（出典） 「総務省統計局人口推計」「自動車輸送統計年報」より作成
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国土交通省自動車局資料、全日本トラック協会「経営分析報告書」、国土交
通省鉄道局「鉄道統計年報」、国土交通省海事局「海事レポート」、厚生労働
省「度介護事業経営実態調査結果」より、国土交通省総合政策局作成

地方路線バス
89%

事業別当該事業収支率
※運行補助のあるものは、補助前の収支率。

（出典）国土交通省自動車局資料より総合政策局作成

※高速バス・定期観光バスを除く、
代替・変更がない完全廃止のもの

路線バスの廃止キロ数の推移

（平成12年度を100とした輸送人員）
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（万）
現居住地に対する将来の不安は、公共交通の減

（出典）国土交通省総合政策局作成

免許返納は年々増加
（運転経歴証明書交付件数の年別推移）

高齢者の免許非保有者数は10年で100万人増
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（出典）警察庁公開資料より作成

（出典）警察庁公開資料より作成
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						0.979253112						0.30544				12.97456				0.29831				12.67625

						1.1229773463						0.29155375				12.384696				12.3847*

				Ｈ１6		人口 ジンコウ		保有者 ホユウシャ		非保有者 ヒホユウシャ

				65-69歳		7,370,000		4,197,342		3,172,658				56.9517232022

				70-74歳		6,480,000		2,916,144		3,563,856				45.0022222222

				75-79歳		5,130,000		1,507,968		3,622,032				29.3950877193

				80-84歳		3,280,000		522,889		2,757,111				15.9417378049

				85歳-		2,770,000		127,355		2,642,645				4.5976534296

								9,271,698		15,758,302

														保有者数増加 ホユウシャカズゾウカ

														1,092,318

				Ｈ２６		人口 ジンコウ		保有者 ホユウシャ		非保有者 ヒホユウシャ

				65-69歳		9,320,000		7,069,157		2,250,843				75.8493240343

				70-74歳		7,920,000		4,845,760		3,074,240				61.1838383838

				75-79歳		6,290,000		2,669,548		3,620,452				42.4411446741

				80-84歳		4,880,000		1,325,947		3,554,053				27.171045082

				85歳-		4,830,000		478,968		4,351,032				9.9165217391

								16,389,380		16,850,620

						H16に						自然減 シゼンゲン		保有者数減 ホユウシャカズゲン		返納等 ヘンノウトウ

				65-69		7,370,000		4,197,342				H16→H26		H16→H27		H16→H28

				70-74		6,480,000		2,916,144				1,080,000		1,527,794		447,794

												1,600,000		1,590,197		-9,803

						H26に

				75-79歳		6,290,000		2,669,548

				80-84歳		4,880,000		1,325,947
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		Ｈ１6		人口 ジンコウ		保有者 ホユウシャ		非保有者 ヒホユウシャ								保有者数 ホユウシャカズ		65-69		70-74		75-79		80-84		85-

		65-69歳		7,370,000		4,197,342		3,172,658				56.9517232022				Ｈ16		4,197,342		2,916,144		1,507,968		522,889		127,355

		70-74歳		6,480,000		2,916,144		3,563,856				45.0022222222				H26		7,069,157		4,845,760		2,669,548		1,325,947		478,968

		75-79歳		5,130,000		1,507,968		3,622,032				29.3950877193

		80-84歳		3,280,000		522,889		2,757,111				15.9417378049

		85歳-		2,770,000		127,355		2,642,645				4.5976534296

						9,271,698		15,758,302

												保有者数増加 ホユウシャカズゾウカ

												1,092,318

		Ｈ２６		人口 ジンコウ		保有者 ホユウシャ		非保有者 ヒホユウシャ

		65-69歳		9,320,000		7,069,157		2,250,843				75.8493240343

		70-74歳		7,920,000		4,845,760		3,074,240				61.1838383838

		75-79歳		6,290,000		2,669,548		3,620,452				42.4411446741						65-69歳		70-74歳		75-79歳		80-84歳		85歳-

		80-84歳		4,880,000		1,325,947		3,554,053				27.171045082				H16		3,172,658		3563856		3622032		2757111		2642645

		85歳-		4,830,000		478,968		4,351,032				9.9165217391				H26		2250843		3074240		3620452		3554053		4,351,032

						16,389,380		16,850,620
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地域公共交通確保維持改善事業の概要（１／２）

＜主な支援の内容＞
○ 地域公共交通網形成計画等の策定に係る調査、事業評価等
（その他、地域におけるバリアフリー化の促進を図るための移動等円滑化促進方針の策定に係る調査）

＜主な支援の内容＞
○ 幹線バス交通の運行

地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通の運行や車両購入を支援
○ 地域内交通の運行

過疎地域等において、コミュニティバス、デマンドタクシー等の地域内交通の運行や車両購入等を支援 （その他、離島航路・航空路の運航等を支援）

地域公共交通確保維持事業
（地域の特性に応じた生活交通の確保維持）

＜主な支援の内容＞
○ ノンステップバス、福祉タクシーの導入等を支援
（その他、地域鉄道の安全性向上に資する設備の設置・更新等を支援）

地域公共交通バリア解消促進等事業
（快適で安全な公共交通の構築）

地域公共交通調査等事業
（地域公共交通ネットワーク形成に向けた計画策定等の後押し）

補助対象系統のイメージ

地域をまたがる幹線バス交通ネットワーク
赤字バス系統（補助対象）

Ａ町 Ｂ市 Ｃ村

バス
停

地域をまたがる幹線交通ネットワーク
黒字バス系統（補助対象外）駅 駅

○ 補助対象事業者

一般乗合旅客自動車運送事業者又は地域公共交通活性化再生法に基づく協議会

○ 補助対象経費
予測費用（補助対象経常費用見込額）から予測収益（経常収益見込額）を控除した額

○ 補助率
１／２

○ 主な補助要件
（１）複数市町村にまたがる系統であること（平成13年３月31日時点で判定）

（２）１日当たりの計画運行回数が３回以上のもの
（３）輸送量が15人～150人／日と見込まれること

※ １日の運行回数３回（朝、昼、夕）以上であって、１回当たりの輸送量５人以上（乗用車では輸送できず、バス車両が必要と考えられる人数）
※① 復興特会から移行する応急仮設住宅非経由系統のうち、東日本大震災前に輸送量要件を満たし、補助対象期間に輸送量見込が要件を満たさない系統、
※② 熊本地震前に輸送量要件を満たし、補助対象期間に輸送量見込が要件を満たさない系統については、輸送量要件を緩和（一定期間）

（４）経常赤字が見込まれること

１：（陸上交通）地域間幹線系統補助

予測
費用

補助
対象
経費

予測
収益

欠
損

＜補助対象経費算定方法＞
予測費用

（事業者のキロ当たり経常費用見込額×系統毎の実車走行キロ）

－
予測収益

（系統毎のキロ当たり経常収益見込額×系統毎の実車走行キロ）

２

地域公共交通確保維持事業の各種補助の概要 （次ページに続く）



地域公共交通確保維持改善事業の概要（２／２）

○ 補助対象事業者

一般乗合旅客自動車運送事業者、自家用有償旅客運送者
又は地域公共交通活性化再生法に基づく協議会

○ 補助対象経費
補助対象系統に係る経常費用から経常収益を控除した額

○ 補助率
１／２

○ 主な補助要件
協議会等が定めた生活交通確保維持改善計画に確保又は維持が必要として掲載され、
①補助対象地域間幹線バス系統を補完するものであること

又は過疎地域等の交通不便地域の移動確保を目的とするものであること
②補助対象地域間幹線バス系統等へのアクセス機能を有するものであること
③新たに運行を開始又は公的支援を受けるものであること
④乗車人員が２人／１回以上であること（定時定路線型の場合に限る。）
⑤経常赤字であること

２：（陸上交通）地域内フィーダー系統補助
①過疎地域等
②交通不便地域として地方運輸局長等が指定する地域

（１）補助対象地域間幹線バス系統への接続

＊地域間交通ネットワーク：黒字路線、鉄軌道（JR、大手民鉄等）も含まれるが、地域間幹線
バスは、幹線性（複数市町村間、運行頻度）が必要

（２）交通不便地域

フィーダー系統（路線運行）

接続

フィーダー系統（路線運行）
接続

補助対象地域間幹線バス

フィーダー系統（区域運行）

フィーダー系統

※ 専ら政令市等が運行支援を行うもの及びその運行
区域の全てが政令市等の区域内であるものは除外

接続
補助対象地域間幹線バス

［政令市等が関わる場合］
政令市・中核市・特別区

政令市等以外の市町村

フィーダー系統（区域運行）

①過疎地域等
②交通不便地域として地方運輸局長が指定する地域

補助対象系統のイメージ

地域間交通ネットワーク

地域間交通ネットワーク

接続

経常
費用

補助
対象
経費

経常
収益

欠
損

＜補助対象経費算定方法＞
経常費用

（事業者のキロ当たり経常費用×系統毎の実車走行キロの実績）

－
経常収益

（系統毎の運送収入、運送雑収及び営業外収益の実績）

○ 補助対象事業者
【車両減価償却費等補助】

幹線系統 ：一般乗合旅客自動車運送事業者
又は地域公共交通活性化再生法に基づく協議会

フィーダー系統：一般乗合旅客自動車運送事業者又は自家用有償旅客運送者
又は地域公共交通活性化再生法に基づく協議会

【公有民営補助】

地方公共団体又は地域公共交通活性化再生法に基づく協議会

○ 補助対象経費
【車両減価償却費等補助】 【公有民営補助】

補助対象購入車両減価償却費及び 補助対象車両購入費用
当該購入に係る金融費用の合計額

（地域公共交通再編実施計画に位置付けられた
系統については、車両購入費の一括補助も可）

○ 補助率
１／２

○ 主な補助要件
（１）補助対象期間中に新たに購入等を行うもの
（２）主として地域間幹線又は地域内フィーダーの補助対象系統の運行の用に供するもの
（３）地上から床面までの地上高が65センチメートル以下かつ定員11人以上の車両であって

次のいずれかに該当するもの
①ノンステップ型車両（スロープ又はリフト付き）
②ワンステップ型車両（スロープ又はリフト付き）

③小型車両（①及び②の類型に属さない長さ７メートル以下かつ定員29人以下の車両）
（４）運行区間の一部に高速道路等を含む補助対象系統の運行の用に供するものであって

道路運送車両の保安基準（座席ベルト、ＡＢＳ等の設置）に適合した定員11人以上の車両

※補助対象経費の限度額
① ノンステップ型車両 ：1,500万円
② ワンステップ型車両：1,300万円
③ 小型車両 ：1,200万円
④ 都市間連絡用車両：1,500万円

３：（陸上交通）車両購入に係る補助

３

車両減価償却費等補助 公有民営補助

バス事業者

バスを借りて

運行

地方公共団体

バス車両を
所有

貸渡（リース）

（売却・廃車）
代替

使用料

300 

180 
108 81 81

（単位：万円）

購入
年度

２年目 ３年目 ４年目 ５年目

合計
750万円 ２年間で均等に分割して交付

１年目 375万円
２年目 375万円

＜車両価格1,500万円のノンステップバスを購入し、
定率法（残存価額×0.4）を用いて５年間で償却する場合＞

＜車両価格1,500万円のノンステップバスを購入した場合＞

補助方式のイメージ

※ 補助対象金融費用は、
年2.5％が上限

協議会で、
老朽車両の代替を含む
「収支改善計画」を策定

車両購入に係る
減価償却費・金融費用を
５年間にわたって交付



４

地域公共交通確保維持改善事業の執行額の推移

6,914 6,606 7,205 7,166 7,369 8,073 7,693 7,646 

196 1,537 
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平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

28,769 29,277 29,317 28,959
27,642

22,355
21,171 20,551

３：車両購入に係る補助

２：地域内フィーダー系統補助

１：地域間幹線系統補助

地域公共交通確保維持事業（陸上交通）

（地域公共交通確保維持改善事業のうち）

（※）当初予算に係る執行額

（百万円）



●日本全体の人口減少が進んでいるなか、地方のバス路線は赤字路
線が拡大しているところ、地方交通の存続に向けて、どのように
取り組めばよいか。

●地方交通の存続に向けて、地域公共交通確保維持事業を効果的に
執行するため、どのような方策が考えられるか。

５

主な論点
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